
平成１９年 ３月３０日

国 土 交 通 省 鉄 道 局

平 成１９年度予算に向けた鉄道関係公共事業の

事業評価結果及び概要について

公共事業の 効 率 性 及 び そ の 実 施 過 程 の 透 明 性 の 一 層 の 向 上

を 図 る た め 、 新 規 事 業 採 択 時 評 価 、 再 評 価 等 を 実 施 し て い ま

す が 、 平 成 １ ９ 年 度 予 算 に お い て 新 た に 事 業 費 を 予 算 化 す る

事 業 に つ き ま し て 、 そ の 評 価 結 果 及 び 採 択 箇 所 等 を 公 表 し ま

すのでお知らせします。

【問い合わせ先】
国土交通省鉄道局

総務課 JR・ 国 鉄 課長補佐 荻原（内線 40242）
清 算業務監理室 直通 03-5253-8529
財 務 課 課長補佐 滝沢（内線 40532）

直 通 03-5253-8538
業 務 課 課長補佐 上田（内線 40603）

直 通 03-5253-8542
都 市 鉄 道 課 開発推進調整官 金子（内線 40402）

直 通 03-5253-8534
施 設 課 課長補佐 西村（内線 40802）

直 通 03-5253-8553
鉄 道 企 画 室 課長補佐 澤井（内線 40172）

直 通 03-5253-8526



【公共事業関係費】

新規事業採択箇所数

都市・幹線鉄道整備事業 64

鉄道防災事業 32

合　　　　計 96

平成１９年度予算に向けた新規事業採択時評価について

事　　　業　　　区　　　分



【公共事業関係費】

再評価実施箇所数 再評価結果

うち見直
し継続

都市・幹線鉄道整備事業 1 1 1

新幹線鉄道整備事業 2 2 2

合　　　　計 0 3 0 0 0 3 3 0 0 0

（注１）　再評価対象基準

　　　　　再々評価：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業

　　　　　その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

平成１９年度予算に向けた再評価について

事　　　業　　　区　　　分 ５年
未着工

10年
継続中

準備計

画５年

再々
評価

その他 計
継　　続

中止
評価
手続中

　　　　　５年未着工：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業

　　　　　10年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業

　　　　　準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業



平成１８年度に実施した完了後の事後評価について

【公共事業関係費】

事　　　業　　　区　　　分

事後評価実施箇所数 事後評価結果

５年
以内

再事後
評価

その他 計
再事後
評価

改善
措置

対応
なし

評価
手続中

都市・幹線鉄道整備事業 5 5 5

合 5　　　　計 0 0 5 0 0 5 0

（注１）事後評価対象基準
５年以内：事業完了後一定期間（５年以内）が経過した事業
再事後評価：前回の事後評価の際、その後の時間の経過、改善措置の実施等により効果の発現が期待でき、
　　　　　　改めて事後評価を行う必要があると判断した事業
その他：上記以外の理由で事後評価の実施の必要が生じた事業

（注２）事後評価結果

　　　再事後評価：事後評価の結果、再度事後評価の実施が必要な場合
　　　改善措置：事後評価の結果、改善措置の実施が必要な場合
　　　対応なし：事後評価の結果、再事後評価、改善措置が必要ない場合



【公共事業関係費】

【都市・幹線鉄道整備事業】
（都市鉄道利便増進事業）

1,957 3,044 1,551 2.0
鉄道局

都市鉄道課
(課長 濱 勝俊)

【都市・幹線鉄道整備事業】
（幹線鉄道等活性化事業）

25 65 30 2.2

鉄道局
総務課

JR・国鉄清算業務
監理室

(室長 篠部武嗣)

【都市・幹線鉄道整備事業】
（鉄道駅総合改善事業）

15 85 15 5.7
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

35 119 32 3.8
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

【都市・幹線鉄道整備事業】
（地下駅火災対策施設整備事業）

15
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

担当課
（担当課長名）

地下駅火災対策施設整
備事業
（京阪電気鉄道㈱　本
線）
中之島高速鉄道㈱

・事務室の排煙設備の設置
・火災による被害の軽減
・安全の確保

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

事業内容 評　　　価

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

北九州・福岡間鉄道貨
物輸送力増強事業
第三セクター等公的主
体

【内訳】
・利用者便益（運賃低下
効果等）：28億円
・供給者便益：29億円
・環境改善便益等：9億
円

【主な根拠】
 鉄道コンテナの輸送力
増強（１７万トン/年）

（利用者への効果・影響）
・輸送力増強により、鉄道利用機会の向上を図
ることが期待される。
・九州地区の港湾を利用した関東圏・関西圏か
ら東アジアへのSea & Railサービスの促進が期
待される。
（社会全体への効果・影響）
・モーダルシフト化が進むことで、地球規模の
環境問題（地球温暖化、大気汚染）の悪化を緩
和することが期待される。

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

相鉄・東急直通線速達
性向上事業
鉄道建設・運輸施設整
備支援機構

【内訳】
 利用者便益：3,023億円
 その他：21億円

【主な根拠】
 平成31年度の輸送人
員：202千人／日

・経路の選択肢の増加、乗換回数の減少、新幹
線鉄道へのアクセス向上等に効果が発揮され、
都市鉄道の利用者利便の向上に資するものであ
る。
・神奈川県の交通計画（「かながわ交通計
画」）及び横浜市の総合計画（「ゆめはま2001
プラン」）等において今後整備すべき路線とし
て位置づけられている。

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価

野方駅総合改善事業
第三セクター等公的主
体

【内訳】
 利用者便益：74億円
 社会的便益：11億円

【主な根拠】
 平成17年度乗降人員：
21,885人/日

・エレベーターの設置による駅内外のバリアフ
リー化。
・橋上駅舎化による踏切混雑の緩和。
・中野区の交通バリアフリー整備構想におい
て、重点整備地区の中心となる駅として位置づ
けられている。

西宮北口駅総合改善事
業
第三セクター等公的主
体

【内訳】
 利用者便益：37億円
 社会的便益：82億円

【主な根拠】
 平成17年度乗降人員：
72,492人/日

・エレベーターの設置による駅内外のバリアフ
リー化。
・駅周辺の地域分断の解消。
・駅前広場の整備等駅周辺部の整備と一体的に
事業が進められることにより、駅周辺のまちづ
くりにも寄与する。

新規事業採択時評価結果一覧



【都市・幹線鉄道整備事業】
（鉄道駅耐震補強事業）

5.2
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

3.0
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.65
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.84
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

2.1
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

1.1
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.21
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

6.3
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

1.5
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.20
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.43
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.13
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.26
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(近畿日本鉄道㈱山田
線松阪駅)
第三セクター等

・駅部柱の補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(近畿日本鉄道㈱京都
線丹波橋駅)
第三セクター等

・駅部柱の補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(近畿日本鉄道㈱京都
線京都駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(阪神電気鉄道㈱西大
阪線西九条駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(近畿日本鉄道㈱大阪
線河内山本駅)
第三セクター等

・駅部柱の補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(南海電気鉄道㈱高野
線北野田駅)
第三セクター等

・駅部柱の補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(大阪府都市開発㈱泉
北高速鉄道線光明池
駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(北総鉄道㈱北総線新
鎌ヶ谷駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(南海電気鉄道㈱高野
線堺東駅)
第三セクター等

・駅部柱の補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

担当課
（担当課長名）

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(京成電鉄㈱千葉線京
成千葉駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

事業内容 評　　　価

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(東京地下鉄㈱千代田
線代々木上原駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(東京地下鉄㈱日比谷
線中目黒駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(北総鉄道㈱北総線東
松戸駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保



9.0
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

【都市・幹線鉄道整備事業】
（地下高速鉄道整備事業（大規模改良工事））

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線黒松駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線旭ヶ丘駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線台原駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

担当課
（担当課長名）

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線八乙女駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

事業内容 評　　　価

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線泉中央駅）
仙台市交通局

転落防止柵

鉄道駅耐震補強事業費
補助
(近畿日本鉄道㈱名古
屋線近鉄四日市駅)
第三セクター等

・高架橋柱の耐震補強

・地震による被害の軽減
・発災時における鉄道駅の緊急人員輸送の拠点
等の機能の確保に資する
・安全の確保

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線北仙台駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線北四番町駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線北勾当台公園駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線広瀬通駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線仙台駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線五橋駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線愛宕橋駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する



14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

14.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

0.3
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

0.1
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

2.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

2.5
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

2.0
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

2.2
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

2.0
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

2.6
鉄道局
財務課

(課長 櫻井俊樹)

【都市・幹線鉄道整備事業】
（鉄道駅総合改善事業（鉄道駅移動円滑化施設整備事業））

事 業 名 総事業費
事業内容 評 価

担当課

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線河原町駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線長町一丁目駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線長町駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線長町南駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（仙台市交通局　南北
線富沢駅）
仙台市交通局

転落防止柵

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・自力での移動可能性の確保に資する
・安全の確保に資する
・安心感の確保に資する

エレベーター（１基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係るボ
トルネックの解消
・自力での移動可能性の確保に資する
・肉体疲労軽減に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（東京都交通局　三田
線新板橋駅）
東京都交通局

エレベーター（１基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係るボ
トルネックの解消
・自力での移動可能性の確保に資する
・肉体疲労軽減に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（大阪市交通局　長堀
鶴見緑地線心斎橋駅）
大阪市交通局

エレベーター（１基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係るボ
トルネックの解消
・自力での移動可能性の確保に資する
・肉体疲労軽減に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（名古屋市交通局　鶴
舞線赤池駅）
名古屋市交通局

エレベーター（３基）
車椅子対応トイレ（２基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係るボ
トルネックの解消
・自力での移動可能性の確保に資する
・肉体疲労軽減に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（大阪市交通局　御堂
筋線天王寺駅）
大阪市交通局

エレベーター（１基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係るボ
トルネックの解消
・自力での移動可能性の確保に資する
・肉体疲労軽減に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（大阪市交通局　千日
前線阿波座駅）
大阪市交通局

エレベーター（１基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係るボ
トルネックの解消
・自力での移動可能性の確保に資する
・肉体疲労軽減に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（名古屋市交通局　鶴
舞線庄内通駅）
名古屋市交通局

エレベーター（２基）
車椅子対応トイレ（２基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係るボ
トルネックの解消
・自力での移動可能性の確保に資する
・肉体疲労軽減に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（名古屋市交通局　鶴
舞線塩釜口駅）
名古屋市交通局

エレベーター（２基）
車椅子対応トイレ（２基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、身体障害者等の移動可能性に係るボ
トルネックの解消
・自力での移動可能性の確保に資する
・肉体疲労軽減に資する

地下高速鉄道整備事業
（大規模改良工事）
（東京都交通局　浅草
線日本橋駅）
東京都交通局



2.5
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

3.9
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

2.9
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

2.3
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

3.5
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

2.4
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

2.4
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

2.4
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

1.4
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

4.0
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

3.5
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

2.2
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

7.6
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

4.2
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

23.1
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

13.5
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

阪急
・宝塚本線／箕面線
（石橋駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

名鉄
・名古屋本線（美合
駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

阪急
・宝塚本線（庄内駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（４基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

名鉄
・三河線（刈谷駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（１基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

名鉄
・名古屋本線／豊川線
（国府駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（３基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ西日本
・山陽線（新井口駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（１基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

箱根登山
・鉄道線（箱根湯本）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）
エスカレーター（４基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ西日本
・山陽線（上郡駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ西日本
・山陽線（阿品駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ西日本
・山陽線（宝殿駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ西日本
・山陰線（馬堀駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ東海
・東海道本線（鷲津
駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ西日本
・奈良線（稲荷駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ東海
・東海道本線（共和
駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（３基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ東海
・東海道本線（豊田町
駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

ＪＲ東日本
・東海道新幹線（新横
浜駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（１基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

事業主体 （億円）
事業内容 評 　　価

（担当課長名）



6.8
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

2.0
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

6.0
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

0.9
鉄道局
業務課

(課長 東井芳隆)

【鉄道防災事業】

0.33
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.09
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.11
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.23
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.20
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.13
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.15
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.15
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.15
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.09
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.10
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.13
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.12
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.07
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.07
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

JR四国
・予讃線（伊予三芳～
伊予桜井）
JR四国

落石防止網
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・予讃線（伊予中山～
伊予立川）
JR四国

落石防止網
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR北海道
・日高線（大狩部～節
婦）
JR北海道

護岸壁
・波浪、高潮等による鉄道の被害の軽減
・海岸等の防護に寄与する

JR北海道
・日高線（新冠～静
内）
JR北海道

護岸壁
・波浪、高潮等による鉄道の被害の軽減
・海岸等の防護に寄与する

JR北海道
・函館線（朝里～銭
函）
JR北海道

護岸根固
・波浪、高潮等による鉄道の被害の軽減
・海岸等の防護に寄与する

・JR北海道
日高線（厚賀～大狩
部）
・JR北海道

護岸根固
・波浪、高潮等による鉄道の被害の軽減
・海岸等の防護に寄与する

・JR北海道
函館線（桂川～石谷）
・JR北海道

護岸根固
・波浪、高潮等による鉄道の被害の軽減
・海岸等の防護に寄与する

JR北海道
・函館線（山越～八
雲）
JR北海道

護岸擁壁
・波浪、高潮等による鉄道の被害の軽減
・海岸等の防護に寄与する

JR北海道
・日高線（日高三石駅
構内）
JR北海道

落石防止擁壁
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR北海道
・根室線（音別～古
瀬）
JR北海道

護岸擁壁
・波浪、高潮等による鉄道の被害の軽減
・海岸等の防護に寄与する

JR北海道
・根室線（音別～古
瀬）
JR北海道

落石防止擁壁
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR北海道
・函館線（石倉～落
部）
JR北海道

落石防止擁壁
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR北海道
・宗谷線（日進～北
星）
JR北海道

落石防護網
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR北海道
・根室線（厚内～直
別）
JR北海道

落石防止擁壁
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR北海道
・室蘭線（御崎～母
恋）
JR北海道

のり面工
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

事業内容 評　　　価

しなの鉄道
・しなの鉄道線（上田
駅）
しなの鉄道

エレベーター（２基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

担当課
（担当課長名）

近鉄
・橿原線（筒井駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（２基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

南海
・南海本線（貝塚駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（４基）

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減

阪急
・千里線（関大前駅）
交通エコロジー・モビ
リティ財団

エレベーター（４基）
障害者対応型トイレ

・移動円滑化の促進に関する基本方針対応
・高齢者、障害者等の移動可能性に係るボトル
ネックの解消
・自力での移動可能性の確保
・肉体疲労軽減



0.18
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.06
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.45
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.10
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.06
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.08
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.05
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.04
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.05
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.18
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.26
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.21
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.05
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.05
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.03
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.20
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

0.03
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

JR九州
・日南線（曽山寺～子
供の国）
JR九州

落石止柵
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR九州
・日豊本線（重岡～宗
太郎）
JR九州

落石止柵
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR九州
・久大本線（豊後中川
～天ヶ瀬）
JR九州

落石止擁壁
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR九州
・肥薩線（那良口～
渡）
JR九州

のり面工
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR九州
・日豊本線（津久見～
日代）
JR九州

土留擁壁
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR九州
・肥薩線（白石～球泉
洞）
JR九州

のり面工
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR九州
・肥薩線（一勝地～那
良口）
JR九州

のり面工
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR九州
・肥薩線（段～坂本）
JR九州

のり面工
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR九州
・肥薩線（海路～吉
尾）
JR九州

のり面工
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・予土線（真土～西ヶ
方）
JR四国

落石防止網
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・予土線（半家～十
川）
JR四国

落石防止柵
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・高徳線（神前～讃岐
津田）
JR四国

落石防止柵
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・高徳線（阿波大宮～
板野）
JR四国

落石防止柵
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・土讃線（小歩危～大
歩危）
JR四国

落石防止柵・落石防止網
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・土讃線（土佐穴内～
大杉）
JR四国

落石防止柵
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・予讃線（八幡浜～双
岩）
JR四国

吹付法枠工
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する

JR四国
・土讃線（阿波川口～
小歩危）
JR四国

落石防止網
・落石等による鉄道の被害の軽減
・鉄道沿線の道路、民家等の防護に寄与する



新規事業採択時評価の結果

【都市鉄道利便増進事業】

○事業概要

整備区間 ＪＲ東海道貨物線横浜羽沢駅事業名 相鉄・東急直通線速達性向上事業

付近～東急東横線日吉駅付近

平成３１年度 １，９５７億円供用年度 総事業費

（建設期間：平成19～30年度）

○事業の目的・必要性

首都圏における都市鉄道ネットワークは相当程度拡充されてきたものの、既存の路線間の

接続の不十分さ、ラッシュ時間帯の速度低下など、都市鉄道ネットワークの機能が十分に活

かされていない状況である。

横浜市西部及び神奈川県央部と東京都心間の速達性の向上に資する「相鉄・東急直通線」

を整備することにより、首都圏における広域的な都市鉄道ネットワークの形成、都市鉄道の

利便性の向上を図ることが求められている。

○事業効率

費用便益分析

費用 1,551億円 貨幣換算した主なもの：建設費、用地関係費、車両費、車両再投

（1,584億円） 資費

便益 3,044億円 貨幣換算した主なもの：利用者便益（所要時間短縮、費用節減、

（3,644億円） 車両内混雑緩和）、供給者便益、環境等改善便益

Ｂ／Ｃ ２．０ Ｂ－Ｃ 1,493億円 ＥＩＲＲ ８．４%

（２．３） （2,060億円） （８．７%）

需要＋10% 費用＋10% 建設期間＋10%

感度分析 ２．２ １．８ １．９

（B/C） 需要－10％ 費用－10％ 建設期間－10％

１．８ ２．２ ２．０

採算性 損益収支累積黒字転換年１年、資金収支累積黒字転換年２７年

上記分析の基礎とした需要予測

羽沢～日吉間 開業年度 201,776人／日

○事業による効果・影響

利用者への ■経路の選択肢の増加や乗換回数の減少、既存路線の混雑緩和等鉄道の利

効果・影響 便性向上が図られる。

社会全体への ■横浜市西部及び神奈川県央部と東京都心等との間の速達性が向上し、広

効果・影響 域鉄道ネットワークの形成と機能の高度化が図られる。

■東京都心部及び新幹線駅へのアクセス性向上により、沿線地域の拠点機

能の強化、沿線地域への産業集積による経済振興が期待される。

○実施環境

■本路線は、平成17年度予算において採択された相鉄・JR直通線と併せて運輸政策審議会答

申第18号（平成12年1月）における神奈川東部方面線と同等の機能を有する路線である。

■神奈川県の「神奈川力構想・プロジェクト51」において、混雑の緩和や利便性の向上を図

り、将来需要に対応するとともに、望ましい県土を形成するために促進する鉄道網の整備

の一部として位置づけられている。

■横浜市の「ゆめはま2010プラン」において市民の交通を支えるために必要な市内交通体系

の整備の一部として位置づけられている。

備考

（ ）は５０年で計算



新規事業採択時評価の結果 
【幹線鉄道等活性化事業】                         
○事業概要 
事業名 北九州・福岡間鉄道貨物輸送力増強

事業

整備区間 北九州貨物ターミナル～福岡

貨物ターミナル間 
供用年度 平成２２年度 

（建設期間：平成19～22年度） 
総事業費 ２５億円 

○事業の目的・必要性

東アジアとの国際物流の増加に対応していくとともに、環境負荷の少ない大量輸送機関であ

る鉄道貨物輸送へのモーダルシフトを促進する必要があることから、本年度完成する山陽線鉄

道貨物輸送力増強事業に引き続き、九州地区の港を経由した東アジアとの輸出入貨物の増加等

に対応するため、新たに北九州・福岡間について、貨物列車長編成化のための整備を行う。

○事業効率 
費用便益分析 
費用 ３０億円 

（３６億円） 
貨幣換算した主なもの：建設費、用地関係費、車両関係費、維持改

良費・再投資 
便益 ６５億円 

（８４億円） 
貨幣換算した主なもの：利用者便益、供給者便益、環境改善便益（Ｃ

Ｏ２、ＮＯx、交通事故） 
Ｂ／Ｃ ２．２ 

（２．３） 

Ｂ－Ｃ ３５億円 
（４８億円）

ＥＩＲＲ ９．７％ 

（１０．０%）

需要＋10% 費用＋10% 建設期間＋1年 
２．６ ２．０ ２．１ 

需要－10％ 費用－10％ 建設期間－1年 

 

感度分析 
（B/C） 

１．８ ２．４ ２．２ 
採算性 損益収支累積黒字転換年 ５年、資金収支累積黒字転換年 ２７年 

上記分析の基礎とした需要予測 

 北九州貨物ターミナル～福岡貨物ターミナル間 開業年度３４千トン／年 開業後５年後

１６８千トン／年 

○事業による効果・影響 
利用者への 
効果・影響 

■輸送力増強により、鉄道利用機会の向上を図ることが期待される。 
■九州地区の港湾を利用した関東圏・関西圏から東アジアへのSea & Railサ
ービスの促進が期待される。 

社会全体への 
効果・影響 

■モーダルシフト化が進むことで、地球規模の環境問題（地球温暖化、大気汚

染）の悪化を緩和することが期待される。 
 

○実施環境 
■事業に関連する企業・機関との調整は概ね完了している。 

 
備考 

（ ）は５０年で計算 



新規事業採択時評価の結果

【鉄道駅総合改善事業】

○事業概要

野方駅総合改善事業 整備区間 西武新宿線野方駅事業名

平成２２年度 １５億円供用年度 総事業費

(建設期間:平成19～21年度)

○事業の目的・必要性

野方駅は、片側改札（南側）となっているため、駅の北側の住民は、駅を利用するために

駅直近の「開かずの踏切 」を渡る必要がある。また、駅は、バリアフリー化されておら※

ず、駅周辺部においても、道路が狭隘で、駅前広場も整備されていない。このため、鉄道利

用者及び地域住民から駅の早急な改善が求められている。

本事業は、駅前広場や自由通路、周辺道路の整備と一体的に、橋上駅舎化等を実施するこ

とにより、バリアフリー化、円滑な歩行者動線の確保等、鉄道利用者と地域住民の利便性の

向上を図るものである。

※ 開かずの踏切：ピーク時1時間あたりの遮断時間が40分以上の踏切

○事業効率

費用便益分析

費用 １５億円 貨幣換算した主なもの：建設費

（１５億円）

便益 ８５億円 貨幣換算した主なもの：移動時間短縮、移動抵抗低減

（105億円）

Ｂ／Ｃ ５．７ Ｂ－Ｃ ７０億円 ＥＩＲＲ ３１．７％

（６．９） （９０億円） （３１．７％）

需要＋10% 費用＋10% 建設期間＋1年

感度分析 ５．８ ５．３ ５．７

（B/C） 需要－10％ 費用－10％ 建設期間－1年

５．７ ６．３ ５．８

上記分析の基礎とした需要予測

野方駅乗降人員 平成17年度 21,885人／日

○事業による効果・影響

利用者への ■駅へのアクセス改善

効果・影響 ■バリアフリー化

■エスカレーター設置に伴う移動抵抗低減

社会全体への ■バリアフリー化

効果・影響 ■自由通路設置による円滑な歩行者動線の確保

■踏切混雑の緩和 等

○実施環境

■地元住民及び地元自治体からの強い要望がある。

■中野区は、野方駅北口整備と駅舎のバリアフリー化を地域の緊急に対応すべき課題として

位置づけている。

備考

総事業費は鉄道駅総合改善事業の補助対象額に加え、自由通路整備費を含めたものとして

いる。

（ ）は５０年で計算



新規事業採択時評価の結果

【鉄道駅総合改善事業】

○事業概要

西宮北口駅総合改善事業 整備区間 阪急神戸本線･今津線事業名

西宮北口駅

平成２３年度 ３５億円供用年度 総事業費

(建設期間:平成19～22年度)

○事業の目的・必要性

神戸本線（１F）と今津南線（１F）の乗継にはコンコース（２F）を経由する必要がある

他、十分なバリアフリー化がされていない。また、駅周辺では今津南線の踏切による交通の

分断など、今津南線によって駅周辺の地域分断が見られる。このため、鉄道利用者及び地域

住民から駅の早急な改善が求められている。

本事業は、駅周辺部の整備や今津南線の高架化と一体的に、鉄道駅の改善を実施すること

により、神戸本線と今津南線の乗継利便性の向上、駅周辺の地域分断の解消等、鉄道利用者

と地域住民の利便性の向上を図るものである。

○事業効率

費用便益分析

費用 ３２億円 貨幣換算した主なもの：建設費

（３２億円）

便益 119億円 貨幣換算した主なもの：移動時間短縮、移動抵抗低減

（146億円）

Ｂ／Ｃ ３．８ Ｂ－Ｃ ８７億円 ＥＩＲＲ １８．３％

（４．６） （114億円） （１８．４％）

需要＋10% 費用＋10% 建設期間＋1年

感度分析 ４．１ ３．４ ３．７

（B/C） 需要－10％ 費用－10％ 建設期間－1年

３．４ ４．２ ４．０

上記分析の基礎とした需要予測

西宮北口駅乗降人員 平成17年度 72,492人／日

○事業による効果・影響

利用者への ■神戸本線と今津南線の乗継移動時間短縮・移動抵抗低減

効果・影響 ■バリアフリー化

社会全体への ■鉄道高架化による駅周辺の地域分断の解消

効果・影響 ■踏切待ち時間の解消 等

○実施環境

■現在、西宮市において｢西宮北口駅南土地区画整理事業｣を実施中。

(平成１９年度事業完了予定)

■公共交通活性化総合プログラム｢阪急西宮北口駅南地区公共交通活性化協議会｣を開催。

(平成１７年度下期より今年度まで2ヵ年)

備考

総事業費は鉄道駅総合改善事業の補助対象額に加え、鉄道高架化事業費を含めたものとし

ている。

（ ）は５０年で計算



【公共事業関係費】

【都市・幹線鉄道整備事業】
（地下高速鉄道整備事業、ニュータウン鉄道等整備事業）

１０年継
続中

2,500 2,841 2,597 1.1

・本事業は、横浜市の長期
ビジョンである「ゆめはま
２１プラン」において横浜
環状鉄道の一区間として位
置付けられている。また、
港北ニュータウン開発事業
と密接な関係にある。

継続
鉄道局財務課

（課長　櫻井　俊
樹）

【新幹線鉄道整備事業】

１０年
継続中

4,590 8,920 4,810 1.9

・沿線地域における消費活
動の活性化、設備投資の活
性化などによる経済波及効
果。
・豪雪地域における定時性
の確保。
・滞在可能時間の増加。

継続
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

１０年
継続中

15,700 19,970 15,340 1.3

・沿線地域における消費活
動の活性化、設備投資の活
性化などによる経済波及効
果。
・豪雪地域における定時性
の確保。
・滞在可能時間の増加。

継続
鉄道局
施設課

(課長 米澤 朗)

【内訳】
 利用者便益：2,915億円
 供給者便益：5,925億円
 残存価値：80億円

【主な根拠】
 東京・青森間の所要時間
 約40分短縮
 （約4時間→約3時間20分）

北陸新幹線　長野
～金沢間
独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整
備支援機構

【内訳】
 利用者便益：8,890億円
 供給者便益：10,700億円
 残存価値：380億円

【主な根拠】
 東京・金沢間の所要時間
 約1時間20分短縮
 （約3時間50分→約2時間30
分）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
(億円)

東北新幹線　八戸
～新青森間
独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整
備支援機構

対応方針
担当課

(担当課長名)
貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C

(億円)
B/C

便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

B/C
便益の内訳及び主な根拠

再評価結果一覧

横浜市４号線
日吉～中山間
（１３．１㎞）
横浜市

【内訳】
利用者便益：2,440億円
供給者便益：140億円
環境等改善便益：14億円
残存価値：246億円

【主な根拠】
北山田・目黒間の所要時間
約１５分短縮
（約５５分→約４０分）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
(億円)

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
(担当課長名)



再評価の結果

【地下高速鉄道整備事業、ニュータウン鉄道等整備事業】

○事業概要

事業名 横浜市４号線整備事業 整備区間 日吉～中山 １３．１㎞

平成１９年度 ２，５００億円共用年度 総事業費

○事業の目的・必要性

横浜市４号線は、港北ニュータウンを中心とする北部地域と横浜都心、東京都心部と

を結び輸送需要の増加に対処するとともに、横浜市域を一体強化し、放射環状型鉄道網

を形成し、本市の街づくりに欠くことのできない路線である。

○事業効率

費用便益分析

2,597億円 貨幣換算した主なもの：用地費、建設費、車両費、維持改良費費用

(2,617億円)

2,841億円 貨幣換算した主なもの：所要時間短縮、交通費用節減、便益

(3,295億円) 快適性向上

1.1(1.3) 244(678) 4.4%(5.1%)Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

需要＋10% 費用＋10% 建設期間＋10%

感度分析 1.2 － －

(B/C) 需要－10% 費用－10% 建設期間－10%

1.0 － －

費用 450 便益 2,683 Ｂ／Ｃ 6.0残事業の投資効率性

採算性 単年度営業収支黒字転換年：平成３０年度（開業１１年目）

累積資金収支黒字転換 ：平成４６年度（開業２７年目）

○事業による効果・影響

利用者への ４号線沿線地域（日吉本町～北山田、葛が谷～川和町）において、最寄

効果・影響 り鉄道駅までのアクセス時間が短縮される。

社会全体へ ＮＯx排出量が約２８t／年、ＣＯ2排出量が約２９４０t／年削減される

の効果・影響 （平成２７年時点）

葛が谷駅、北山田駅周辺地域では、既に商業施設や集合住宅の立地が進

んでいる。

○実施環境

事業の実効性：一部地域の反対運動により都市計画決定が遅れたため、事業採択時の計

画から建設期間が４年延びた。しかし、地元に対する交渉により解決し、

現在は用地取得率が全区間で９９％に達しているなど、平成１９年度末の

開業に向けて整備を行っている状況である。

事業の成立性：本事業は、横浜市の長期ビジョンである「ゆめはま２０１０プラン」に

おいて横浜環状鉄道の一区間として位置付けられている。また、港北ニュ

ータウン開発事業と密接な関係にある。

○事業を巡る社会経済情勢等の変化

夜間人口の増加傾向は続くものの、免許申請時と比較し、その伸びは鈍化している。ま

た、免許申請時の将来人口推計より、現在の将来人口推計は２％～４％程度低くなって

いる。このような状況の中でも、港北ニュータウン並びに沿線地域では着実な人口定着

が図られており、地元住民から早期開業が望まれている。

○事業の進捗状況



・用地取得率は全区間で９９％となっている

・土木工事は概ね完了し、事業全体の進捗率は契約ベースで約７５％完了している。

・軌道・電気設備工事は平成１７年より着手した。

・車両は、平成１８年５月に２編成を搬入し、現在、センター北～葛が谷間において車

両性能試験を行った。

・建築、機械設備等は平成１８年度以内の契約を予定している。

○費用縮減や代替案立案等の可能性

市営交通経営改革プランにおいて、市営地下鉄全体で運営コスト削減、増収対策、給

与制度見直し等の目標、行動計画を定めいている。

４号線建設にあたっての具体的なコスト縮減例としては以下のようなものがあり、免

許申請時の３，００２億円から２，５００億円となり５０２億円の縮減が見込まれてい

る。

①土木工事

・シールドトンネルの新型セグメントの採用、１台のシールドをＵターンさせトンネ

ルを２本掘削するなど新技術、新工法の採用

・掘削発生土の埋め戻しへの再利用

②設備工事や車両関係

・駅施設規模の見直しや仕上げの簡素化、車両基地の施設規模の見直し

・需要予測見直しによる車両数の減、車両の標準化

（６両×１７編成＝１０２両 → ４両×１５編成＝６０両 －４２両）

○対応方針

継続

○対応方針理由

事業採択時の計画から建設期間が４年延びたものの、１９年度末への開業に向け整備

を行っている状況であり開業の目処がたっている。また、開業により利用者の利便性向

上が期待できることから事業継続と判断した。

○事業評価監視委員会の結論・意見

事業継続とする

備考

（ ）は５０年で計算



再評価の結果 
 
【新幹線鉄道整備事業】                                  
○事業概要 

事業名 東北新幹線 八戸～新青森間 整備区間 八戸～新青森 
工事完了 

予定時期 
平成２２年度末 

（建設期間：１４年間） 
総事業費

４，５９０億円 
（平成１５年４月価格） 

○事業の目的・必要性 
 新幹線鉄道による全国的な鉄道網の整備を図り、もって国民経済の発展及び国民生活領域の拡大

並びに地域の振興に資するものである。 

○事業効率 
費用便益分析 

費用 ４，８１０億円 貨幣換算した主なもの：建設費、用地費、維持改良費等 

便益 ８，９２０億円 貨幣換算した主なもの：利用者便益、供給者便益、残存価値 

Ｂ／Ｃ １．９ Ｂ－Ｃ ４，１１０億円 ＥＩＲＲ ７．５％ 
需要＋10% 費用＋10% 
２．１ １．８ 

需要－10% 費用－10% 

 

感度分析 
(B/C) 

１．７ ２．０ 

 残事業の 
投資効率性 費 用 ２，５００億円 便 益 ８，９１０億円 Ｂ／Ｃ ３．６ 

○事業による効果・影響

利用者への 
効果・影響 

移動時間の短縮：東京－新青森(青森)間の所要時間約４０分短縮 
移動利便性の向上：東京－新青森間の直通化による乗換回数の減少など 

社会全体へ 
の効果・影響 

住民生活:豪雪地域における定時性の確保、滞在可能時間の増加など。 

地域経済:沿線地域における消費活動の活性化、設備投資の活性化などによ

る経済波及効果。 

○実施環境 

 

・関係主体の合意 
  関係地方自治体、営業主体から事業継続の合意を受けている。 
・用地の確保 
  用地確保は、ほぼ終了している。 
・事業の決定 
  平成１６年１２月の政府・与党申合せにおいて、東北新幹線（八戸・新青森間）につい

ては、平成２２年度末の完成を目指すこととされている。 
・関連事業の状況 
  新幹線開業に向けて、駅周辺を中心としたまちづくり等の計画がたてられている。 
 

 



○事業を巡る社会経済情勢等の変化 
 沿線地域の人口は減少傾向にあるものの、新規着工時と大きな傾向の変化はない。また、県

内総生産等の経済指標は、全国の伸びと同程度かそれ以上のレベルで推移している。なお、こ

れらの社会経済情勢等の動向については、事業効率等の評価に反映させている。 
 また、他の交通機関については、計画時に将来計画を折り込み済みであり、今後の新幹線の

輸送需要見込みに大きく影響を与えるような新たな整備計画の決定もなかった。 

○事業の進捗状況 
  平成１９年２月現在、９８％の用地を確保済であり、全区間で工事に着手済である。 

○費用縮減や代替案立案等の可能性 
新工法の開発や工法の工夫などによりコスト縮減を図っている。

○対応方針 
事業を継続する。 

○対応方針理由 

 東北新幹線（八戸・新青森間）の事業については、事業効率、事業による効果・影響、関

係地方自治体等からの意見（事業継続について同意）を含む実施環境、事業を巡る社会経済

情勢等の変化及び事業の進捗状況等について厳密に評価を行った結果、事業の妥当性が確認

されたので事業継続とした。 

○事業評価監視委員会の結論・意見 

委員会の結論：事業継続を妥当と判断する。 
委員会の意見：極力早期の開業が実現できるよう更に努力を期待したい。 
       新幹線事業と駅周辺事業等の密接事業連携と着実かつ迅速な実行を期待す

る。 

 

備考 

 

（ ）は50年で計算 



再評価の結果 
 
【新幹線鉄道整備事業】                                  
○事業概要 

事業名 北陸新幹線 長野～金沢間 整備区間 長野～白山総合車両基地（仮称）

工事完了 

予定時期 
平成２６年度末 

（建設期間：２３年間） 
総事業費

１５，７００億円 
（平成１５年４月価格） 

○事業の目的・必要性 
 新幹線鉄道による全国的な鉄道網の整備を図り、もって国民経済の発展及び国民生活領域の拡大

並びに地域の振興に資するものである。 

○事業効率 
費用便益分析 

費用 １５，３４０億円 貨幣換算した主なもの：建設費、用地費、維持改良費等 

便益 １９，９７０億円 貨幣換算した主なもの：利用者便益、供給者便益、残存価値 

Ｂ／Ｃ １．３ Ｂ－Ｃ ４，６３０億円 ＥＩＲＲ ５．１％ 
需要＋10% 費用＋10% 
１．４ １．２ 

需要－10% 費用－10% 

 

感度分析 
(B/C) 

１．２ １．４ 

 残事業の 
投資効率性 費 用 ８，９２０億円 便 益 １９，９００億円 Ｂ／Ｃ ２．２ 

○事業による効果・影響

利用者への 
効果・影響 

移動時間の短縮：東京－金沢間の所要時間約１時間２０分短縮 
移動利便性の向上：東京－金沢間の直通化による乗換回数の減少など 

社会全体へ 
の効果・影響 

住民生活:豪雪地域における定時性の確保、滞在可能時間の増加など。 

地域経済:沿線地域における消費活動の活性化、設備投資の活性化などによ

る経済波及効果。 

○実施環境 

 

・関係主体の合意 
  関係地方自治体、営業主体から事業継続の合意を受けている。 
・用地の確保 
  用地確保率は、８割程度であり、引き続き用地取得を推進する。 
・事業の決定 
  平成１６年１２月の政府・与党申合せにおいて、北陸新幹線（長野・白山総合車両基地

間）については、長野・白山総合車両基地間で一体的に平成２６年度末の完成を目指すこ

ととされている。 
・関連事業の状況 
  新幹線開業に向けて、駅周辺を中心としたまちづくり等の計画がたてられている。 

 



○事業を巡る社会経済情勢等の変化 
 沿線地域の人口は減少傾向にあるものの、新規着工時と大きな傾向の変化はない。また、県

内総生産等の経済指標は、全国の伸びと同程度かそれ以上のレベルで推移している。なお、こ

れらの社会経済情勢等の動向については、事業効率等の評価に反映させている。 
 また、他の交通機関については、計画時に将来計画を折り込み済みであり、今後の新幹線の

輸送需要見込みに大きく影響を与えるような新たな整備計画の決定もなかった。 

○事業の進捗状況 

  平成１９年２月現在、７７％の用地を確保済であり、全体の６９％で工事に着手済である。 

○費用縮減や代替案立案等の可能性 
新工法の開発や工法の工夫などによりコスト縮減を図っている。

○対応方針 
事業を継続する。 

○対応方針理由 

 北陸新幹線（長野・金沢間）の事業については、事業効率、事業による効果・影響、関係

地方自治体等からの意見（事業継続について同意）を含む実施環境、事業を巡る社会経済情

勢等の変化及び事業の進捗状況等について厳密に評価を行った結果、事業の妥当性が確認さ

れたので事業継続とした。 

○事業評価監視委員会の結論・意見 

委員会の結論：事業継続を妥当と判断する。 
委員会の意見：極力早期の開業が実現できるよう更に努力を期待したい。 
       新幹線事業と駅周辺事業等の密接事業連携と着実かつ迅速な実行を期待す

る。 

 

備考 

 

（ ）は50年で計算 



【公共事業関係費】

【都市・幹線鉄道整備事業】
（地下高速鉄道整備事業）

対応なし

神戸市交通局
経営企画調整課

（担当課長　坂井
孝）

神戸市海岸線整備
事業
（H5年度～H13年
度）
神戸市交通局

５年以内 2,350

（評価の基礎要因の変化と要因）
事業費　想定値（免許申請時）1,703億円　→　実績値2,350億円
工期　想定値（免許申請時）4年11ヶ月　→　7年6ヶ月
輸送人員　想定値（免許申請時）13.8万人／日　→　実績値（平成17年度）3.9万人／日
B/C　事後評価時1.04（B 3,154億円　C 3,018億円）

（事業による効果・影響）
①海岸線の整備は、インナーシティ再生プロジェクトの始動や実現のペースを加速させ、イン
ナーシティの都市環境の改善と活力向上に一定の寄与をしている。
②海岸線の整備は、沿線地域の課題であった公共交通サービスの利便性を改善し、生活・企業
活動の行動圏を都心（三宮）や副都心（新長田）まで拡大するなど、同地域の交通課題の解消
と交通利便性の向上に貢献した。
③海岸線は、沿線プロジェクトの進捗により発生する都市内交通需要に十分対応している。ま
た、道路整備や沿線開発による自動車交通量の増加を最小限に食い止め、道路混雑の緩和に一
定の役割を果たすとともに、並行する鉄道の車内混雑緩和にも寄与している。
④海岸線利用者の６６％は、西神山手線や他の鉄道路線との乗継者ということができる。この
ように、海岸線は、他の路線と連携してネットワークを形成し、利用者のルート選択の幅を広
げ、路線間の機能分担を適正化する上で大いに貢献したということができる。また、鉄道ネッ
トワークを多重化し災害時のリダンダンシー（代替性）向上にも大きな役割を果たしている。

（社会情勢の変化）
①阪神・淡路大震災による甚大な被害
②事業計画時に比べ景気が大きく後退
③少子高齢化の進展
④情報化社会の進展
⑤モータリゼーションの進展

（改善性の必要性）
①海岸線は、インナーシティ対策の一つとして整備され、現在も整備が進む沿線プロジェクト
の先導的な役割も担っている。今後さらに事業効率を高めていくためには、整備中の沿線プロ
ジェクトの着実な推進と、海岸線を軸とした集中的なまちづくりの推進が必要不可欠である。
②さらなる経費節減と乗客増対策が必要である。
③敬老・福祉パスの利用実態に見合った行政負担の見直しを行う等の、市の強力な支援が必要
である。あわせて、市職員の率先した利用等、不断の地道な取り組みも必要である。

（今後の事後評価の必要性）
一定の整備効果は得られているものの、輸送実績が計画を下回っている現状を踏まえ、今後と
も施策の実施や効果の確認を断続的に行い、今後の利用促進やコスト縮減などの取り組みに反
映していく必要がある。

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

事後評価の評価項目

完了後の事後評価結果一覧

対応方針
担当課

（担当課長名）



【都市・幹線鉄道整備事業】
（幹線鉄道等活性化事業）

幹線鉄道等活性化
事業費補助（貨物
鉄道）〔門司貨物
拠点整備事業〕
（H11～H13）
北九州貨物鉄道施
設保有㈱

５年以内 70

（費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化）
①事業費　７３．１億円（計画値）→６９．９億円（実績）〔補助対象外事業費含む〕
②貨物増加輸送トンキロ（北九州貨物ターミナル⇔本州）
　計画時（新規採択時）　 増加輸送トンキロ数　７６３，９４１千トンキロ/年（H10）
　事業後（平成１４年度） 増加輸送トンキロ数　２２，６４４千トンキロ/年（H14）
　現  在（平成１７年度） 増加輸送トンキロ数　４５８，５６０千トンキロ/年（H17）
　Ｂ/Ｃ＝１０．０　（Ｂ＝７５３．６億円、Ｃ＝７５．０億円）

（事業の効果の発現状況）
　福岡貨物ターミナル駅経由で日豊本線に行く貨物が、北九州貨物ターミナル駅から直接日豊
線へ向かうようになるなどにより、全国主要駅～九州各駅間の輸送時間が短縮（約６．４時
間）され、全国各駅～九州各駅間において年間４５９百万トンキロの輸送量増加となった。

（社会経済情勢の変化）
鉄道貨物輸送トンキロ　事業前（平成１３年度）　２２，１９３百万トンキロ
鉄道貨物輸送トンキロ　現　在（平成１７年度）　２２，８１３百万トンキロ

（今後の事後評価の必要性）
事業の効果が発現しており、再事後評価の必要はない。

（改善措置の必要性）
特に改善措置の必要なない。

対応なし

北九州貨物鉄道
施設保有㈱

管理部財務課
(課長 小薗和弘)

【都市・幹線鉄道整備事業】
（鉄道駅総合改善事業）

尾張瀬戸駅総合改
善事業
（H11年度～H13年
度）
尾張瀬戸駅整備㈱

５年以内 12

（評価の基礎要因の変化と要因）
　事業費　13.2億円（計画時） → 11.8億円（実績）
　乗降人員　12,246人（H11実績） → 10,960人（H17実績）

（事業による効果・影響）
　・ホーム移設に伴うホームへのアクセス改善
　・ホーム転落防止のためのホーム柵設置による安全性の向上
　・駅周辺のまちづくりと一体的に機能する都市再生へ寄与

（社会経済情勢の変化）
　・瀬戸市の人口動向（横ばい傾向）

（改善措置の必要性）
　瀬戸市の人口動向を踏まえた尾張瀬戸駅利用者の確保

（今後の事後評価の必要性）
　再事後評価の必要性はなし

対応なし

名古屋鉄道㈱
企画管理部企画課
(企画課長 石田

剛)

岩屋駅総合改善事
業
（H11年度～H13年
度）
神戸高速鉄道㈱

５年以内 32

（評価の基礎要因の変化と要因）
　事業費　32億円（計画時） → 32億円（実績）
　乗降人員　6,720人（H11実績） → 10,254人（H17実績）

（事業による効果・影響）
　・ホーム転落防止のためのホーム柵設置による安全性の向上
　・エスカレーター・エレベーターの新設・トイレの改良等バリアフリー化
　・階段の増設・拡幅、ホームの増設等による駅機能の向上
　・駅前駐輪場、公園の整備等駅周辺ので勧められているまちづくりへ寄与

（社会経済情勢の変化）
　・都市側事業（ＨＡＴ神戸）の実施計画の計画フレーム時点からの変更

（改善措置の必要性）
　駅の安全性・機能性向上等事業の主たる目的は達成されており、新たな改善措置は不要

（今後の事後評価の必要性）
　再事後評価の必要性はなし

対応なし
神戸高速鉄道㈱

企画室
(高島 勘二)

対応方針
担当課

（担当課長名）
事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

事後評価の評価項目

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

事後評価の評価項目
担当課

（担当課長名）
対応方針



舞子公園駅総合改
善事業
（H11年度～H13年
度）
神戸高速鉄道㈱

５年以内 5.6

（評価の基礎要因の変化と要因）
　事業費　6.0億円（計画時） → 5.6億円（実績）
　乗降人員　1,750人（H11実績） → 2,545人（H17実績）

（事業による効果・影響）
　・ホーム転落防止のためのホーム柵設置による安全性の向上
　・エスカレーター・エレベーターの新設・トイレの改良等バリアフリー化
　・駅周辺のまちづくりと一体的に機能する都市再生へ寄与

(社会経済情勢の変化)
　･鉄道利用者の減少

(改善措置の必要性)
　･駅の安全性・機能性向上等事業の主たる目的は達成されており、新たな改善措置は不要

（今後の事後評価の必要性）
　再事後評価の必要性なし

対応なし
神戸高速鉄道㈱

企画室
(高島 勘二)




